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平成 30年度　建設投資見通し

1．はじめに

我が国の建設投資は，社会経済活動・市場動向等に与える影響が

極めて大きい。

このため，国土交通省では，国内建設市場の規模とその構造を明ら

かにすることを目的とし，昭和 35年度から毎年度，建設投資推計及

び建設投資見通しを作成し，「建設投資見通し」として公表している。

2．建設投資見通しの概要

平成 30 年度の建設投資は，前年度比 2.1％増の 57 兆 1,700 億

円となる見通しである。

平成 30 年度の建設投資は，前年度比 2.1％増の 57 兆 1,700 億円

となる見通しである。このうち，政府投資は 23 兆 600 億円（前年

度比 0.1％増），民間投資が 34 兆 1,100 億円（前年度比 3.4％増）と

なる見通しである。これを建築・土木別に見ると，建築投資が 31

兆 1,100 億円（前年度比 2.4％増），土木投資が 26 兆 600 億円（前

年度比 1.6％増）となる見通しである（表─ 1，図─ 1）。

平成 29 年度の建設投資は，前年度比 4.6％増の 56 兆 200 億円と

なる見込みである。このうち政府投資は 23 兆 400 億円（前年度比

2.9％増），民間投資は 32 兆 9,800 億円（前年度比 5.7％増）と見込

まれる。建築・土木別に見ると，建築投資が 30 兆 3,800 億円（前

年度比 4.8％増），土木投資が 25 兆 6,400 億円（前年度比 4.3％増）

となる見込みである。

建設投資は，平成 4年度の 84 兆円をピークに減少基調となり，

平成 22 年度には平成 4年度の半分程度にまで減少した。その後，

東日本大震災からの復興等により回復傾向となっている。平成 30

年度の建設投資については，復興予算や平成 29 年度の補正予算等

に係る政府建設投資が見込まれること等から，総額として 57 兆

1,700 億円となる見通しである。

表─ 1　平成 30 年度建設投資（名目値）
（単位：億円，％）

年度

項目

投資額 対前年度伸び率
平成
27 年度
実績

28 年度
見込み

29 年度
見込み

30 年度
見通し

平成
27 年度 28 年度 29 年度 30 年度

総　　計 509,828 535,700 560,200 571,700 ▲ 0.3 5.1 4.6 2.1
建　　築 273,346 289,800 303,800 311,100 3.2 6.0 4.8 2.4
　住　　宅 154,857 164,000 165,700 169,200 4.4 5.9 1.0 2.1
　　政　　府 7,418 7,200 5,800 5,800 4.2 ▲ 2.9 ▲ 19.4 0.1 注 2
　　民　　間 147,439 156,800 159,900 163,400 4.4 6.3 2.0 2.2 注 2
　非 住 宅 118,489 125,800 138,100 141,900 1.8 6.2 9.8 2.8
　　政　　府 18,443 21,000 21,900 21,900 ▲ 20.9 13.9 4.3 0.1 注 2
　　民　　間 100,046 104,800 116,200 120,000 7.4 4.8 10.9 3.3
　土　　木 236,482 245,900 256,400 260,600 ▲ 4.1 4.0 4.3 1.6
　　政　　府 186,891 195,600 202,700 202,900 ▲ 5.7 4.7 3.6 0.1
　　　公共事業 161,675 169,400 174,600 174,800 ▲ 5.9 4.8 3.1 0.1 注 2
　　　そ の 他 25,216 26,200 28,100 28,100 ▲ 4.2 3.9 7.3 0.1 注 2
　　民　　間 49,591 50,300 53,700 57,700 2.3 1.4 6.8 7.4

再
　
　
掲

政　　　府 212,752 223,800 230,400 230,600 ▲ 6.9 5.2 2.9 0.1
民　　　間 297,076 311,900 329,800 341,100 5.1 5.0 5.7 3.4
民　　　間
非住宅建設注1 149,637 155,100 169,900 177,700 5.7 3.7 9.5 4.6

（注）	1．民間非住宅建設＝民間非住宅建築投資＋民間土木投資。
	 2．�平成 30 年度の伸び率のうち，政府投資（名目値 0.1％）及び民間住宅建築投資（名目値 2.2％）については，平成 30

年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（平成 30 年１月 22 日閣議決定）の公的固定資本形成及び民間住宅の
指標による。

	 3．▲は，マイナス。
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3．建築物リフォーム・リニューアル投資の動向

建築物リフォーム・リニューアル投資額は，平成 30 年度に 13

兆 1,000 億円程度となる見通しである。�  

　また，建築投資全体に占める建築物リフォーム・リニューアル

投資の比率は，住宅・非住宅の総計で 30.3％となる見通しである。

建築物リフォーム・リニューアル投資額は，平成 30 年度に 13 兆

1,000 億円程度（対前年度比 4.1％増）となる見通しである。また，

その内訳は，住宅 30.0％，非住宅 70.0％となる見通しである（図─

2）。

建築物リフォーム・リニューアル投資額に，建設投資見通しの「建

築」の投資額を加えた合計額（重複計上分を除く）は，43 兆 1,800

億円程度となる見通しである。そのうち，建築物リフォーム・リ

ニューアル投資額の占める割合は，平成 30 年度には住宅で 18.9％，

非住宅で 40.9％，総計で 30.3％となる見通しである。

また，建築物リフォーム・リニューアル投資額に，建設投資見通

しの「総計」の投資額を加えた合計額（重複計上分を除く）は，69

兆 2,400 億円程度となる見通しである。

図─ 1　建設投資額（名目値）の推移

図─ 2　建築物リフォーム・リニューアル投資額の推移
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4．国内総生産と建設投資の関係

平成 30 年度の建設投資が国内総生産に占める比率は，10.1％

となる見通しである。

国内総生産に占める建設投資の比率は，昭和 50 年頃は 20％以上

あったが，その後，減少傾向となった。昭和 61 年度から平成 2年

度にかけて一時増加したものの，その後再び減少基調となった。近

年では，10％付近を推移している状況である（図─ 3，4）。

5．建設投資の構成と推移

（1）建設投資の構成と推移

平成 30 年度建設投資見通しにおける建設投資の構成を見ると，

政府土木投資と民間建築投資の合計が全体の 85％を占めている。

平成 30 年度の建設投資の構成を見ると，民間投資が 60％，政府

投資が 40％である。

民間投資のうち住宅と非住宅を合わせた建築投資が全体の 50％

を占めている。政府投資は土木投資が全体の 35％を占めており，

この両者で建設投資全体の 85％を占めている（図─ 5，6）。

（2）建築・土木別構成比の推移

平成 30 年度の建設投資は，建築投資が 54％で，土木投資が

46％となる見通しである。

建築と土木との構成比については，平成 3年度以降，建築投資が

減少する一方で経済対策により政府土木投資が大幅に増加したこと

から，土木投資の占める比率が増加傾向となり平成 10 年度には

図─ 4　国内総支出と建設投資の関係（平成 28 年度）

図─ 3　建設投資の国内総生産に占める比率

図─ 5　平成 30 年度 建設投資の構成（名目値）
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51％となった。

その後，建築投資の占める比率が高まる傾向にあったが，平成

21 年度に下落し，近年は建築投資が 50％台前半，土木投資が 40％

台後半で推移している（図─ 7）。

（3）政府建設投資の動向

平成 30 年度の政府建設投資は，前年度比 0.1％増の 23 兆 600

億円となる見通しである。

平成 30 年度の政府建設投資は，前年度比 0.1％増加し，23 兆 600

億円となる見通しである。

平成 29 年度は，前年度比 2.9％増加し，23 兆 400 億円となる見

込みである。

※�平成 30 年度の前年度比については，平成 30 年度の経済見通しと

経済財政運営の基本的態度（平成 30 年 1 月 22 日閣議決定）の公

的固定資本形成の指標（名目値 0.1％）による。

（4）住宅投資の動向

平成 30 年度の住宅投資は，前年度比 2.1％増の 16 兆 9,200 億

円となる見通しである。

平成 30 年度の民間住宅投資は，前年度比 2.2％増の 16 兆 3,400

億円となる見通しである。また，政府住宅投資を合わせた平成 30

年度の住宅投資全体では，前年度比 2.1％増の 16 兆 9,200 億円とな

る見通しである。

（参考）

平成 29 年度の新設住宅着工戸数は，前年度比 2.8％減の 94.6 万

戸であった。利用関係別に見ると，持家は 28.2 万戸（前年度比 3.3％

減），貸家は 41.0 万戸（前年度比 4.0％減），給与住宅は 0.5 万戸（前

年度比 6.2％減），分譲住宅は 24.8 万戸（前年度比 0.3％減）となっ

ている（表─ 2）。

※�平成 30 年度の前年度比については，平成 30 年度の経済見通しと

経済財政運営の基本的態度（平成 30 年 1 月 22 日閣議決定）の民

間住宅の指標（名目値 2.2％）による。

（5）民間非住宅建設投資（建築＋土木）の動向

平成 30 年度の民間非住宅建設投資（民間非住宅建築及び民間

土木）は，前年度比 4.6％増の 17兆 7,700 億円となる見通しである。

平成 30 年度の民間非住宅建築投資は，前年度比 3.3％増の 12 兆

図─ 7　建築・土木別構成比の推移

図─ 6　政府・民間別構成比の推移
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円となる見通しである。また，民間土木投資は，前年度比 7.4％増

の 5兆 7,700 億円となる見通しである。

これにより，平成 30 年度の民間非住宅建設投資（民間非住宅建

築及び民間土木）は，前年度比 4.6％増の 17 兆 7,700 億円となる見

通しである。

平成 29 年度の民間非住宅建設投資（民間非住宅建築及び民間土

木）は，前年度比 9.5％増の 16 兆 9,900 億円となる見込みである。

このうち，民間非住宅建築投資は 11 兆 6,200 億円（前年度比

10.9％増），民間土木投資は 5兆 3,700 億円（前年度比 6.8％増）と

なる見込みである（表─ 3）。

6．おわりに

建設投資見通しは，国土交通省のホームページで公表しているの

で参照されたい（http://www.mlit.go.jp/report/press/joho04_hh_ 

000771.html）。

表─ 2　新設住宅着工戸数と伸び率の推移

①着工戸数 （単位：戸）
総　　計 持　　家 貸　　家 給　　与 分　　譲

年　　度

平成 26 年度 880,470 278,221 358,340 7,867 236,042
平成 27 年度 920,537 284,441 383,678 5,832 246,586
平成 28 年度 974,137 291,783 427,275 5,793 249,286
平成 29 年度 946,396 282,111 410,355 5,435 248,495

②伸び率：前年同期比 （単位：％）
総　　計 持　　家 貸　　家 給　　与 分　　譲

年　　度

平成 26 年度 ▲ 10.8 ▲ 21.1 ▲ 3.1 49.2 ▲ 8.9
平成 27 年度 4.6 2.2 7.1 ▲ 25.9 4.5
平成 28 年度 5.8 2.6 11.4 ▲ 0.7 1.1
平成 29 年度 ▲ 2.8 ▲ 3.3 ▲ 4.0 ▲ 6.2 ▲ 0.3

（注）	 1．「住宅着工統計」（国土交通省）による。
	 2．▲は，マイナス。

表─ 3　民間非住宅建設投資額（名目値）と伸び率の推移

①投資額 （単位：億円）
民間非住宅建築 民間土木 合計

（民間非住宅建設投資）
平成 26 年度　　　 　 93,110 48,474 141,584
平成 27 年度　　　 　 100,046 49,591 149,637
平成 28 年度（見込み） 104,800 50,300 155,100
平成 29 年度（見込み） 116,200 53,700 169,900
平成 30 年度（見通し） 120,000 57,700 177,700

②伸び率：前年比 （単位：％）
民間非住宅建築 民間土木 合計

（民間非住宅建設投資）
平成 26 年度　　　 　 10.6 7.0 9.3
平成 27 年度　　　 　 7.4 2.3 5.7
平成 28 年度（見込み） 4.8 1.4 3.7
平成 29 年度（見込み） 10.9 6.8 9.5
平成 30 年度（見通し） 3.3 7.4 4.6
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建設工事受注動態統計調査（大手 50 社） （単位：億円）

年　　月 総　　計

受　　　注　　　者　　　別 工　事　種　類　別
未消化 
工事高 施工高民　　　間

官 公 庁 そ の 他 海　　外 建　　築 土　　木
計 製 造 業 非製造業

2011 年 106,577 73,257 15,618 57,640 22,806 4,835 5,680 73,983 32,596 112,078 105,059
2012 年 110,000 73,979 14,845 59,133 26,192 4,896 4,933 76,625 33,374 113,146 111,076
2013 年 132,378 89,133 14,681 74,453 31,155 4660 7,127 90,614 41,463 129,076 120,941
2014 年 139,286 80,477 16,175 64,302 43,103 4822 10,887 86,537 52,748 138,286 125,978
2015 年 141,240 96,068 19,836 76,235 35,633 4993 4,546 95,959 45,281 141,461 141,136
2016 年 146,991 99,541 17,618 81,923 38,894 5247 3,309 98,626 48,366 151,269 134,037
2017 年 147,828 101,211 20,519 80,690 36,650 5183 4,787 99,312 48,514 165,446 137,220

2017 年� 6 月 13,289 8,796 1,424 7,371 3,779 510 205 8,527 4,761 159,386 12,772
7 月 10,407 7,374 1,477 5,898 2,471 402 160 7,487 2,920 161,416 9,378
8 月 9,339 6,346 1,566 4,780 2,543 341 110 6,715 2,624 161,441 10,088
9 月 14,762 10,547 1,941 8,606 2,752 640 823 10,104 4,658 161,902 13,482
10 月 10,757 6,941 1,246 5,695 2,719 815 282 6,898 3,859 163,724 9,897
11 月 11,379 8,357 1,883 6,474 2,018 423 582 7,580 3,800 163,423 12,380
12 月 13,789 10,120 2,613 7,507 3,265 －4 407 10,202 3,586 165,446 14,276

2018 年� 1 月 9,256 6,082 1,439 4,644 2,213 491 469 6,269 2,987 165,251 9,284
2 月 12,479 8,030 2,160 5,870 3,428 383 638 7,722 4,757 159,835 20,576
3 月 22,717 15,428 3,004 12,424 5,894 556 839 14,500 8,216 171,191 22,294
4 月 10,212 7,007 1,473 5,534 2,473 438 293 5,763 4,448 171,322 11,334
5 月 8,921 6,449 2,271 4,178 1,940 330 202 6,091 2,830 161,200 8,310
6 月 12,424 9,114 2,245 6,869 2,100 487 723 8,989 3,435 － －

建　設　機　械　受　注　実　績 （単位：億円）

年　  　月 11 年 12 年 13 年 14 年 15 年 16 年 17 年 17 年
6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 18 年

1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6月

総　     　 額 19,520 17,343 17,152 18,346 17,416 17,478 21,535 2,067 1,674 1,785 1,785 1,542 1,757 1,936 1,617 1,770 2,237 1,784 1,906 1,923
海 外 需 要 15,163 12,357 10,682 11,949 10,712 10,875 14,912 1,484 1,189 1,281 1,336 1,103 1,273 1,474 1,185 1,206 1,654 1,309 1,313 1,375
海外需要を除く 4,357 4,986 6,470 6,397 6,704 6,603 6,623 583 485 504 449 439 484 462 432 564 583 475 593 548

（注））2011 ～ 2013 年は年平均で，2014 ～ 2017 年は四半期ごとの平均値で図示した。
2017 年 6 月以降は月ごとの値を図示した。

出典：国土交通省建設工事受注動態統計調査
　　　内閣府経済社会総合研究所機械受注統計調査




